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1．はじめに 

国際海運からの温室効果ガス（GHG: Greenhouse Gas）の排

出削減のために，国際海事機関（IMO: International Maritime 
Organization）により，2013 年から新造船に対するエネルギー

効率設計指標 1)（EEDI: Energy Efficiency Design Index）規制，

船舶エネルギー効率管理計画書 2)（SEEMP: Ship Energy 
Efficiency Management Plan）の保持義務が開始された．EEDI
規制については，開始後，2015 年，2020 年，2025 年と規制

が強化されている．また，2018 年には IMO GHG 削減戦略 3)

が策定され，国際海運からの CO2 排出や GHG 排出に関する

目標が提示された．2023 年からは就航船のエネルギー効率指

標 4)（EEXI: Energy Efficiency Existing Ships Index）規制や燃費

実績 5)（CII: Carbon Intensity Indicator）格付けが開始され，国

際海事業界の環境規制は，設計段階だけではなく運航段階も

対象となっている．そのため，実海域における実船燃費性能

の正確な分析・評価に基づく性能向上が求められている． 
また，水中騒音についての規制も IMO で検討されており，

2014 年に船舶の水中放射騒音の低減に関する非強制のガイ

ドライン 6)が承認された．2021 年からガイドラインの改正案

や今後の作業計画についての検討が行われており，対応が求

められている．将来的な動向を考慮し，船舶について，キャ

ビテーションによる水中騒音についての評価技術，及び，水

中騒音低減技術が必要とされている． 
海上技術安全研究所（当所）では，これまでの実海域実船

性能評価に関する取り組みに基づき，実海域実船性能向上の

ための船舶性能統合データベースの開発を進めている．船舶

性能統合データベースの構想，及び，データベースに基づく

取り組み内容について紹介する． 

2．船舶性能統合データベースの構想 

 船舶性能統合データベースは，従来実施してきた，実船計

測データとウェザールーティングによる運航最適化，水槽試

験データ，実船計測データ解析結果，シミュレーション結果

に基づく設計最適化のインテグレーションシステムのメイ

ンコアとして構築を目指すものである．データベース内に含

まれる水槽試験結果データ群と実船計測データ群との連携

により高精度なシミュレーションを実現し，また，実船計測

データの分析的評価により，対象船の運航・設計の診断を行

い，運航改善による燃費性能の改善や，要素分析結果に基づ

く設計改善ポイントの提言を行う． 
船舶性能統合データベースのコンセプト図を図-1 に示す．

船舶性能統合データベースの実現により，高精度なシミュレ

ーションや改善提案ができるだけでなく，デジタル基盤技術

の整備につながり，外部のアプリケーションやデータベース

との連接が容易となり，直接的なデータなどのやり取りを最

小限にした迅速な評価結果や改善提案の提供や検証が可能

となる． 
 

3．実海域実船性能向上のための取り組み 

 船舶性能統合データベースに基づく取り組みとして実施

する，1) ウェザールーティングと連携した省エネ船ライフサ

イクル燃費評価技術の開発，2) 水槽試験・実船データ・シミ

ュレーションの連携による実海域性能推定技術の高精度化，

3) 実船データの分析的評価による性能診断技術の開発につ

いて，以下に示す． 
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図－1 船舶性能統合データベースのコンセプト図 
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出削減のために，国際海事機関（IMO: International Maritime 
Organization）により，2013 年から新造船に対するエネルギー

効率設計指標 1)（EEDI: Energy Efficiency Design Index）規制，

船舶エネルギー効率管理計画書 2)（SEEMP: Ship Energy 
Efficiency Management Plan）の保持義務が開始された．EEDI
規制については，開始後，2015 年，2020 年，2025 年と規制

が強化されている．また，2018 年には IMO GHG 削減戦略 3)

が策定され，国際海運からの CO2 排出や GHG 排出に関する

目標が提示された．2023 年からは就航船のエネルギー効率指

標 4)（EEXI: Energy Efficiency Existing Ships Index）規制や燃費

実績 5)（CII: Carbon Intensity Indicator）格付けが開始され，国

際海事業界の環境規制は，設計段階だけではなく運航段階も

対象となっている．そのため，実海域における実船燃費性能

の正確な分析・評価に基づく性能向上が求められている． 
また，水中騒音についての規制も IMO で検討されており，

2014 年に船舶の水中放射騒音の低減に関する非強制のガイ

ドライン 6)が承認された．2021 年からガイドラインの改正案

や今後の作業計画についての検討が行われており，対応が求

められている．将来的な動向を考慮し，船舶について，キャ

ビテーションによる水中騒音についての評価技術，及び，水

中騒音低減技術が必要とされている． 
海上技術安全研究所（当所）では，これまでの実海域実船

性能評価に関する取り組みに基づき，実海域実船性能向上の

ための船舶性能統合データベースの開発を進めている．船舶

性能統合データベースの構想，及び，データベースに基づく

取り組み内容について紹介する． 

2．船舶性能統合データベースの構想 

 船舶性能統合データベースは，従来実施してきた，実船計

測データとウェザールーティングによる運航最適化，水槽試

験データ，実船計測データ解析結果，シミュレーション結果

に基づく設計最適化のインテグレーションシステムのメイ

ンコアとして構築を目指すものである．データベース内に含

まれる水槽試験結果データ群と実船計測データ群との連携

により高精度なシミュレーションを実現し，また，実船計測

データの分析的評価により，対象船の運航・設計の診断を行

い，運航改善による燃費性能の改善や，要素分析結果に基づ

く設計改善ポイントの提言を行う． 
船舶性能統合データベースのコンセプト図を図-1 に示す．

船舶性能統合データベースの実現により，高精度なシミュレ

ーションや改善提案ができるだけでなく，デジタル基盤技術

の整備につながり，外部のアプリケーションやデータベース

との連接が容易となり，直接的なデータなどのやり取りを最

小限にした迅速な評価結果や改善提案の提供や検証が可能

となる． 
 

3．実海域実船性能向上のための取り組み 

 船舶性能統合データベースに基づく取り組みとして実施

する，1) ウェザールーティングと連携した省エネ船ライフサ

イクル燃費評価技術の開発，2) 水槽試験・実船データ・シミ

ュレーションの連携による実海域性能推定技術の高精度化，

3) 実船データの分析的評価による性能診断技術の開発につ

いて，以下に示す． 
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3．1 ウェザールーティングと連携した省エネ船ライフサイ

クル燃費評価技術の開発 

実海域における実船燃費性能向上のために，風力などの自

然エネルギーの利用や代替燃料への転換が進められている． 
現在の風力利用技術搭載船（風力アシスト船）としては，

大きく分けて，帆装船（硬翼，軟翼），ローター船，カイト

に大別される．いずれも，風況や船速により効果が異なるた

め，運航航路や遭遇海象の影響を大きく受ける．図-2 にロー

ター船の燃費削減効果の推定例を示す．ここから，燃費削減 
 

 
(a) ローター船イメージ図 

 

 
(b) ローターによる馬力削減効果（左：横風、右：斜追風） 

（真風速：15.7m/s，有義波高：5.5m） 

 

 
(c) ローターによる燃費削減効果（左：横風、右：斜追風） 

図－2 自然エネルギーを利用した省エネ船評価の例 7) 

効果は，風況，船速により異なることがわかる．風力アシス

ト船の最適航路は通常船舶の最適航路と異なるため，ウェザ

ールーティングと組み合わせ，燃費削減効果の最大化及び正

確な省エネ船評価のための技術開発を行う． 
さらに，省エネ技術の導入や代替燃料への転換を考慮し，

船舶の実運航時の性能をライフサイクルで評価する技術開

発を行う．そのため，船体表面やプロペラ粗度の変化に起因

する抵抗増加や推進効率の悪化による経年劣化の評価モデ

ルについて，実船データに基づく分析を行い（図-3），シミ

ュレーション可能な評価モデルの構築を行う． 
また，既存船の省エネ対策として実施されている低速化に

対応するため，低速時の波浪中抵抗増加の推定や，低速時に

寄与が大きくなる斜航流体力の評価について調査し（図-4），

評価モデルの検討を行う． 
 

 
図－3 実船データの分析による経年劣化（出力増加）の評価例 

（大型鉱石船，満載状態，回転数一定）8) 

 

 
図－4 斜航抵抗の主機出力に対する影響調査例 

（ケープサイズバルカー，バラスト状態，斜追波追風，真風速：

12.6m/s，有義波高：3.0m）9) 

 

3．2 水槽試験・実船データ・シミュレーションの連携によ

る実海域性能推定技術の高精度化 

船舶性能統合データベースにより，低速状態を含めたロバ

スト性の高い評価技術の開発を行う．低速状態の試験では，

船体周りの流場が不安定になりやすいため，従来の力の計測

だけではなく流場の計測を行い（図-5），これらと CFD など

の数値計算結果を同化させた水槽試験技術・評価技術の開発

を行う．さらに，実船データによる検証結果を評価技術にフ

ィードバックし，実船の推進性能・燃費性能を高精度で推定
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による水中騒音低減技術の開発につなげる．  
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以上に紹介した実船データによる性能診断技術と，ウェザ

ールーティングと連携したライフサイクルでの実運航時の

燃費評価技術，水槽試験・実船データ・シミュレーションと

の連携した実海域性能推定技術をまとめ，実海域中の実船燃

費性能を向上のための船舶性能統合データベースの構築を

目指す． 

 

4．まとめ 
当所で実施していく実海域中の実船燃費性能向上への取

り組みについて示し，船舶性能統合データベースによる，実

海域実船性能向上の構想について述べた．これらの取り組み

により，国際海運分野で望まれている GHG 削減などの環境

規制対応に寄与し，所内外の連携により，環境性能に優れた

船舶の実現，運航改善による GHG 排出規制対策の的確な実

施に繋げていきたい． 
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の連携した実海域性能推定技術をまとめ，実海域中の実船燃

費性能を向上のための船舶性能統合データベースの構築を

目指す． 

 

4．まとめ 
当所で実施していく実海域中の実船燃費性能向上への取

り組みについて示し，船舶性能統合データベースによる，実

海域実船性能向上の構想について述べた．これらの取り組み

により，国際海運分野で望まれている GHG 削減などの環境

規制対応に寄与し，所内外の連携により，環境性能に優れた

船舶の実現，運航改善による GHG 排出規制対策の的確な実

施に繋げていきたい． 
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